
（単位:％）

県税 県債

<99.7> <6.9>

100.4 103.7 94.8 60.3 9.6

《96.7》 <77.7> <5.3>

101.1 71.2 176.1 42.5 16.8

<75.4> <4.0>

98.5 89.5 104.4 38.6 17.8

<93.4> <3.7>

101.0 101.9 89.4 38.9 15.8

<95.2> <3.6>

99.4 100.2 104.8 39.2 16.6

<100.7> <3.7>

98.8 103.6 100.2 41.1 16.8

［102.7］ <116.8> <4.0>

106.0 119.1 82.9 46.2 13.2

［102.2］ <124.1> <4.8>

105.1 101.1 105.6 44.4 13.2

［100.5］ <93.3> <4.4>

101.7 113.1 65.6 49.4 8.5

（101.2） <109.1> <4.8>

99.8 93.6 126.5 46.3 10.8

（100.8） <114.6> <5.5>

98.9 100.3 95.7 47.0 10.5

<112.8> <6.2>

100.7 100.9 96.1 47.0 10.0

注1

2

3

4

5

第３　参考資料

当初予算（一般会計）年度別伸率の状況

年度 規模 県税 県債
構成比

平29

平20

平21

平22

平23

平24

平25

平26

平27

平28

平30

 「県債」の欄の<　>は、臨時財政対策債、退職手当債、調整債、除却債及び減収補
債(特例分)除きの計数。

　平成21年度の《　》は県税過誤納還付金及び還付加算金の増加分を除いた場合の
計数。

　平成23年度は6月補正後の計数。

　平成26年度から平成28年度までの[　]は、地方消費税関連支出（地方消費税市町村
交付金、地方消費税都道府県清算金及び地方消費税徴収取扱費）を除いた場合の計数。

平成29、30年度の（　）は県費負担教職員給与負担の名古屋市移譲による影響を除
いた場合の計数（29年度は人件費の減等を除いた場合の計数、30年度は県民税所得割
名古屋市交付金の減を除いた場合の計数）。

平31

－13－



歳入予算の一般財源・特定財源内訳(一般会計)

（単位:千円）

予算総額

2兆5,124億
5,600万円

その他 49,935,557 (2.0%)

使用料及び手数料 36,255,973 (1.5%)

分担金及び負担金 10,220,291 (0.4%)

財産収入 3,441,479 (0.1%)

寄附金 17,814 (0.0%)

その他 238,257,002 (9.5%)

地方譲与税 136,857,001 (5.4%)

地方交付税 60,000,000 (2.4%)

財政調整基金取崩し 29,600,000 (1.2%)

地方特例交付金　 9,900,000 (0.4%)

交通安全対策特別交付金 1,900,000 (0.1%)

繰越金 1 (0.0%)

繰入金
財政調整基金
取崩し除く

104,596,041
(4.2%)

一般財源
1,688,021,002

(67.2%)

特定財源
824,434,998

(32.8%)

県税
1,181,700,000

(47.0%)

地方消費税清算金
268,064,000

(10.7%)

県債
250,926,666

(10.0%)

諸収入
216,726,972

(8.6%)

国庫支出金
202,249,762

(8.0%)

－14－



歳入予算の自主財源・依存財源別内訳（一般会計）

予算総額
2兆5,124億

5,600万円

その他 208,657,001 (8.3%)

地方譲与税 136,857,001 (5.4%)

地方交付税 60,000,000 (2.4%)

地方特例交付金 9,900,000 (0.4%)

交通安全対策特別交付金 1,900,000 (0.1%)

（単位:千円）

自主財源
1,850,622,571

(73.7%)

依存財源
661,833,429

(26.3%)

県税
1,181,700,000

(47.0%)

その他 184,131,599 (7.4%)

繰入金 134,196,041 (5.4%)

使用料及び手数料 36,255,973 (1.5%)

分担金及び負担金 10,220,291 (0.4%)

財産収入 3,441,479 (0.1%)

寄附金 17,814 (0.0%)

繰越金 1 (0.0%)

地方消費税清算金
268,064,000

(10.7%)

国庫支出金
202,249,762

(8.0%)

県債
250,926,666

(10.0%)

諸収入
216,726,972

(8.6%)

－15－



扶助費

280,168,628 

(11.2%)

公債費

374,985,411 

(14.9%)

貸付金

181,773,995 

(7.2%)

その他

570,306,534 

(22.7%)

性質別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）

予算総額
2兆5,124億
5,600万円

義務的経費
1,265,076,539

(50.4%)

その他経費
917,800,923
(36.5%)

投資的経費
329,578,538
(13.1%)

公共事業
171,903,274

(6.9%)

単独事業
156,627,447

(6.2%)

災害復旧事業
1,047,817
(0.0%)

単独補助金
92,827,934
(3.7%)

繰出金
72,892,460
(2.9%)

人件費
609,922,500

(24.3%)

－16－



教育費

487,455,723

(19.4%)

健康福祉費

419,860,978

(16.7%)

公債費

374,985,411

(14.9%)

産業労働費

210,894,110

(8.4%)

建設費

202,374,112

(8.1%)

警察費

179,826,230

(7.2%)

農林水産費

76,447,455

(3.0%)

総務費

74,521,259

(3.0%)

諸支出金

410,402,338

(16.3%)

目的別歳出の状況（一般会計）

（単位:千円）（単位:千円）

予算総額
2兆5,124億

5,600万円

その他 75,688,384 (3.0%)
議会費 3,306,402 (0.1%)
振興費 50,369,163 (2.0%)
県民文化費 13,751,848 (0.6%)
環境費 6,913,154 (0.3%)
災害復旧費 1,047,817 (0.0%)
予備費 300,000 (0.0%)

－17－



教育費

19.4%

健康福祉費

16.7%

公債費

14.9%
産業労働費

8.4%

建設費

8.1%

警察費

7.2%

農林水産費

3.0%

総務費

3.0%

諸支出金

16.3%

目的別歳出の状況（一般会計）

県民一人当たりの歳出額

平成30年1月1日住民基本台帳人口　 7,551,840 人

(64,548円)

(55,597円)

(49,655円)(27,926円)

(26,798円)

(23,812円)

(10,123円)

(9,868円)

(332,695円)

その他 3.0% (10,023円)
議会費 0.1% (438円)
振興費 2.0% (6,670円)
県民文化費 0.6% (1,821円)
環境費 0.3% (915円)
災害復旧費 0.0% (139円)
予備費 0.0% (40円)

(54,345円)

予算総額
2兆5,124億

5,600万円

－18－



○ 平成３１年度の法人二税収入は、通商問題の動向等を警戒して慎重となっている企業の業績見通しを反映し、
前年度最終予算見込額を下回る見込み。県税全体でも前年度最終予算見込額を下回る見込み。
○ 一方で、扶助費などの義務的経費は増加する。依然として厳しい財政状況が続く。

11,668

10,877

10,118

10,684
11,023

10,087 10,197
10,427

10,947

12,308

14,135
13,339

9,608 9,158 8,938
9,255

11,185

9,989

12,497
12,663

11,923 12,198 11,817

17,615

23,978

22,727 23,073
23,373

22,557 22,342 22,580 21,984

23,091 23,155
23,928

24,321

22,646 22,563 22,418 22,813
23,812

25,342
24,655 24,627

25,212 25,125

8,610

10,975 11,015
11,378

11,660 11,613
11,344 11,587

11,563
12,321

12,131 12,464
11,914

12,402 12,658
12,637 12,732 12,865

13,096 13,207

12,497 12,554
12,651

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平2 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

歳出規模と県税収入の推移

義務（億円）

（注）1 平成29年度までは決算額。平成30年度は最終予算見込額。平成31年度は当初予算見込額。
2 歳出及び義務的経費は借換債除きの規模。(義務的経費は最終予算額)

歳出規模

県税収入

義務的経費
（人件費、扶助費、公債費）

（年度）

－
1
9
－



（注） 1　平成29年度までは決算額。平成30年度は最終予算見込ベース、平成31年度は当初予算見込ベース。

2　財源対策債等償還基金（平成6年度に減債基金に引継ぎ）を含んでいる。

3　　　部分は、翌年度の満期一括償還ルール積立の前倒し積立額。

505
1,288 1,295 1,298 1,300 1,061 883 883 883 884 884 884 4

1,121

1,416

1,805
2,128

2,641
3,193

3,721
4,418

5,023
5,533 5,992

6,589
7,166

7,497

259

350

1,231

37
197 319

474 588 675 750 820

1,662

2,180

3,443 3,423

3,939

4,493
4,782

5,301

5,906

6,416

6,876

7,473

8,050

7,501

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

平2 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

（億円）

（年度）

407

134

１ 減債基金
基金残高の推移

平20前倒分

平19前倒分

平21前倒分

一定の年限後（満期）に全額償還する方式の県債について、その償還に備えて、総務省が示す
積立ルールに基づき毎年度発行額の３０分の１を減債基金に積み立てるもの

県債の償還に備えて、任意に積み立てるもの

○ 満期一括償還分については、将来の償還に備え、毎年度の所要額を確実に積み立てている。
○ 県が任意に積み立てる「その他」分は、平成３０年度に予定していた取崩し８８０億円を２月補正で取り止めることができ
たものの、平成３１年度当初予算において全額を取り崩して再活用。

満期一括償還分

その他

（年度）

（億円）

－
2
0
－



137

1 1 1 1 1 1 1 1 1

201

502

201

582

73
21

61

701 701 701 702

1,102

806

0

200
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1,000

1,200

1,400

1,600

平2 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

（億円）

（年度）

２ 財政調整基金

（注）平成29年度までは決算額。平成30年度は最終予算見込ベース、平成31年度は当初予算見込ベース。
（年度）

○ 財政調整基金は、平成３０年度に予定していた４０３億円の取崩しを２月補正で全額取止め。
○ さらに、平成３０年度中の法人二税収入の増加に伴う交付税の後年度減額精算や、本県財政を取り巻く経済環境の変化等
に備えるため、４００億円を積立て。
○ 平成３１年度当初予算編成では、２９６億円を取り崩す厳しい状況が続くものの、８０６億円の残高を確保。

－
2
1
－



10,259

25,263
26,918 28,132 29,193

30,677 31,379 31,858 31,606 31,374 31,089 30,757 30,232 29,372 28,451 27,735 26,877 26,335 25,836 25,036 24,411 24,366 24,044

315
1,605

3,982
3,910

4,069
3,966

3,851 3,739 4,024
4,073 4,942 4,677 4,163

1,424

1,499
1,607

1,945

2,483
3,890

5,010 5,826 6,693 7,138
7,888

9,333
13,011

15,802
18,730 21,422 23,106 23,420 23,979 24,337 25,153 25,557

37 197 319 474 588 675 750 820
1,528 1,675 2,155 2,128

2,641
3,193

3,721 4,418
5,023

5,533 5,992
6,589

7,166 7,497

10,259

26,687

28,417
29,739

31,138

33,160

35,269
36,868 37,432

38,067 38,542

40,250

43,547

46,293

48,322

50,431

52,150
53,180 53,280 53,088 53,690

54,196 53,764

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

（注）１ 平成29年度までは決算額。平成30年度は最終予算見込ベース、平成31年度は当初予算見込ベース。

２ 白抜きは、臨時財政対策債、減税補 債、臨時税収補 債、退職手当債、調整債、第三セクター等改革推進債、除却債の計としている。

３ 県債残高の（ ）は、減債基金（満期一括償還分）の積立残高を控除した額。

○ 通常の県債の残高は着実に減少させ、しなやか県庁創造プランに掲げた縮減目標（平成２６年度決算時点よりも減少）を達成。

○ 特例的な県債の残高は初めて減少に転じ、県債残高全体でも、平成３０年度末に比べ平成３１年度末は減少する見通し。

○ しかしながら、特例的な県債の残高は、平成３１年度末で全体の５５．３％を占める見込み。

県債残高の推移

（億円）

（年度）平

臨時財政対策債等
減収補 債（特例分）
通常の県債
減債基金（満期一括償還分）の積立残高

特例的な県債

(48,157)(47,747) (47,101)(47,096)
(47,030)

55.3%

(47,732)

(46,710)

(45,129)

(43,652)

(41,419)

(38,095)
(36,867)(36,539)

(36,612)
(36,118)

(34,594)

(32,572)

(30,664)
(29,420)

(28,220)
(26,650)

(10,259)

(46,267)

○県民一人当たりの県債残高

30年度末見込 ７１７，６５０円

31年度末見込 ７１１，９３６円

（県民7,551,840人・・・30年1月1日現在の住民基本台帳人口による）

(20,637)(21,041)(21,266)(22,038)(22,809)(23,466)

－
2
2
－



　　　（臨時財政対策債発行可能額振替前の基準財政需要額と基準財政収入額の差額）及び財政力を考慮して算出する財源

　　　不足額基礎方式により算定されるものであり、財政力が高い団体ほど臨時財政対策債の配分割合が大きくなる仕組みとさ

　　　れている。

県債発行の状況（当初予算ベース）

＜特例的な県債＞

＊ 臨時財政対策債…平成13年度の地方財政対策において設けられた特例地方債。地方交付税の振替措置であり、後年度

　　　にその元利償還額の100％が交付税算定上の基準財政需要額に算入される。発行可能額は、各地方団体の財源不足額

＊　借換債除きで整理している。

＊ 調整債…法人事業税の国税化に伴う減収額を補 するために認められた特例地方債。

＊ 除却債（公共施設等の除却に係る地方債）…公共施設等総合管理計画に基づいて行われる公共施設等の除却について

　　　認められた特例地方債。

908 849 808 814
951

1,180 1,101 1,201
1,376

1,55290
25

38 40
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34

57
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0
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1,000

1,500

2,000
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3,000
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4,000

4,500

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

３，７４６ ３，７５４

２，１５６

２，７２６

３，１１４

２，６１０

３，９９８

３，５７４

（6月補正後）

（注）各年度は当初予算額。ただし、平成23年度は６月補正後予算額。
その他の特例的な県債は、調整債、除却債の計としている。

臨時財政対策債
その他の特例的な県債

通常の県債

３，２８７

（億円）

○ 平成３１年度は、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債の発行額の減少により、
全体では平成３０年度に比べ減少となる見込み。
○ 通常の県債については、投資的経費の増加に伴い、平成３０年度に比べ増加する見込み。

２，５０９

－23－



　　　公債費の状況（当初予算ベース）

1,626 1,675 1,703 1,623 1,651 1,637 1,695 1,717 1,725 1,722

763
772 778

787 759 718 633 582 538 487

34
27 28 26 22 19 17 18 23 21

883

1,044 1,050 1,256 1,269 1,370 1,412 1,447 1,492 1,520
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4,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（億円）

３，７７８

３，３０６

○ 平成３１年度は、近年の低金利を反映した県債利子の減により、公債費
全体として減少に転じる見込み。
○ しかし、依然として高止まりしており、今後の動向に十分留意していく。

３，５１８
３，５５９

３，６９２ ３，７０１ ３，７４４ ３，７５７ ３，７６４

市場公募債等満期一括償還ルール積立

公債諸費

利子（一時借入金を含む）

元金

（注）各年度は当初予算額。ただし、平成23年度は６月補正後予算額。
（6月補正後）

３，７５０
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都道府県別財政指標（平成29年度普通会計決算ベース）

H27国調人口 地方債残高

人 千円 円 順位 ％ 順位 ％ 順位 順位

1 北海道 5,381,733 5,805,084,481 1,078,665 40 322.2 46 21.1 47 0.44558 27
2 青森県 1,308,265 1,152,368,301 880,837 28 127.3 8 13.4 33 0.34638 38
3 岩手県 1,279,594 1,368,749,880 1,069,675 39 224.2 37 18.2 46 0.36241 34
4 宮城県 2,333,899 1,551,049,948 664,575 10 171.7 17 14.5 41 0.62784 13
5 秋田県 1,023,119 1,260,289,306 1,231,811 46 254.7 41 13.0 30 0.31526 44
6 山形県 1,123,891 1,162,625,994 1,034,465 34 236.6 39 12.5 25 0.36099 35
7 福島県 1,914,039 1,438,644,933 751,628 18 136.5 9 9.5 5 0.54542 18
8 茨城県 2,916,976 2,181,111,963 747,731 17 213.3 34 10.2 10 0.64490 10
9 栃木県 1,974,255 1,097,777,899 556,047 6 98.4 3 10.6 16 0.65138 8
10 群馬県 1,973,115 1,230,421,595 623,593 8 159.4 13 11.5 20 0.64895 9
11 埼玉県 7,266,534 3,843,782,671 528,971 5 191.0 24 11.7 21 0.76610 6
12 千葉県 6,222,666 3,089,149,308 496,435 4 151.3 11 9.8 7 0.77878 4
13 東京都 13,515,271 4,305,024,299 318,530 1 12.5 1 1.6 1 1.16225 1
14 神奈川県 9,126,214 3,589,521,127 393,320 2 126.2 7 10.5 14 0.90245 3
15 新潟県 2,304,264 2,450,852,233 1,063,616 38 315.0 45 14.9 42 0.46103 25
16 富山県 1,066,328 1,200,027,033 1,125,383 43 254.9 42 13.2 31 0.47764 24
17 石川県 1,154,008 1,214,948,067 1,052,807 36 214.9 35 13.5 35 0.50201 22
18 福井県 786,740 819,458,666 1,041,588 35 169.2 15 13.3 32 0.40661 32
19 山梨県 834,930 952,296,019 1,140,570 44 203.6 32 15.2 43 0.41384 30
20 長野県 2,098,804 1,564,374,347 745,365 15 172.4 18 11.4 19 0.51476 21
21 岐阜県 2,031,903 1,556,755,174 766,156 20 199.1 29 10.0 8 0.54366 19
22 静岡県 3,700,305 2,744,422,482 741,675 14 238.4 40 13.4 33 0.72822 7
23 愛知県 7,483,128 4,783,148,119 639,191 9 193.0 25 13.6 36 0.92554 2
24 三重県 1,815,865 1,413,348,794 778,334 23 189.4 23 14.2 38 0.59431 15
25 滋賀県 1,412,916 1,072,586,061 759,129 19 200.2 30 12.3 23 0.56352 17
26 京都府 2,610,353 2,026,645,515 776,388 21 283.1 44 14.2 38 0.58837 16
27 大阪府 8,839,469 5,410,018,091 612,030 7 183.1 21 17.9 45 0.77760 5
28 兵庫県 5,534,800 4,472,244,986 808,023 24 335.0 47 15.3 44 0.64078 12
29 奈良県 1,364,316 1,113,855,658 816,421 25 157.6 12 10.5 14 0.42603 29
30 和歌山県 963,579 1,023,752,020 1,062,447 37 196.0 27 8.7 3 0.32950 43
31 鳥取県 573,441 638,075,022 1,112,713 41 119.3 6 12.6 26 0.27262 45
32 島根県 694,352 955,380,561 1,375,931 47 178.8 19 6.2 2 0.25957 47
33 岡山県 1,921,525 1,348,083,738 701,570 12 203.1 31 11.3 18 0.52709 20
34 広島県 2,843,990 2,089,219,906 734,609 13 228.5 38 14.2 38 0.61476 14
35 山口県 1,404,729 1,246,585,680 887,421 30 206.4 33 13.8 37 0.45250 26
36 徳島県 755,733 842,963,782 1,115,425 42 181.8 20 12.8 27 0.33399 42
37 香川県 976,263 868,469,529 889,586 31 197.0 28 10.3 11 0.48738 23
38 愛媛県 1,385,262 1,035,114,823 747,234 16 149.7 10 11.2 17 0.43420 28
39 高知県 728,276 857,574,802 1,177,541 45 171.0 16 10.3 11 0.26847 46
40 福岡県 5,101,556 3,574,555,412 700,679 11 257.8 43 11.8 22 0.64281 11
41 佐賀県 832,832 704,014,445 845,326 26 112.2 4 9.6 6 0.34776 36
42 長崎県 1,377,187 1,243,497,680 902,926 32 193.9 26 12.3 23 0.33564 41
43 熊本県 1,786,170 1,526,058,436 854,375 27 185.0 22 10.4 13 0.40699 31
44 大分県 1,166,338 1,030,002,541 883,108 29 162.0 14 10.0 8 0.38297 33
45 宮崎県 1,104,069 857,334,133 776,522 22 113.6 5 12.9 29 0.34331 39
46 鹿児島県 1,648,177 1,622,293,585 984,296 33 219.9 36 12.8 27 0.34288 40
47 沖縄県 1,433,566 636,456,432 443,967 3 47.5 2 9.0 4 0.34773 37
（単純平均） 2,704,144 1,871,702,457 839,120 - 188.5 - 12.2 - 0.51602 -

＊

＊

＊
＊ 　順位については、良い方（小さい）から1番としてある。

一人当たり残高 将来負担比率

　財政力指数が1を超える場合（基準財政収入額が基準財政需要額を上回る場合）には、当該団体は地方交付税の不交付団体となる。
(上記数値は直近３箇年の平均値である。)

　将来負担比率は一般会計等の地方債や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する
可能性の度合いを示すもの。

　実質公債費比率は地方債の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示すもの。

実質公債費比率 財政力指数都道府県名
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引上げ分の地方消費税収（57,268百万円）
（社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

扶助費などの社会保障施策に要する経費

 （主な充当事業） （単位：百万円）

特定財源 一般財源

31,427 3,783 27,644

16,310 16,310

2,231 2,231

5,343 5,343

7,543 3,783 3,760

140,887 6,554 134,333

5,259 3,510 1,749

68,424 68,424

4,854 4,854

18,475 18,475

36,957 69 36,888

864 864

5,329 2,614 2,715

725 361 364

172,314 10,337 161,977合    計

地域支援事業交付金

国民健康保険基盤安定制度負担金

国民健康保険事業特別会計繰出金

低所得者保険料軽減負担金

指定難病等医療給付費

小児慢性特定疾病医療給付費

（平成３１年度当初予算ベース）

○　引上げ分の地方消費税収は、扶助費などの社会保障施策に要する
　経費に充てられている。

介護給付費負担金

事項及び事業名 当初予算額

　子ども・子育て支援

施設型教育・保育給付費

地域型保育給付費負担金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

児童福祉措置費支弁金

　医療・介護

地域医療介護総合確保基金積立金
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